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１．本論文の概要 
 
（１）本論文の目的 
本論文の目的は，家計において親が子どもに教育投資を行うことで人的資本蓄

積がなされている状況において，政府による教育投資補助あるいは養育補助のあ

りかたについて検討するところにある。そこで，本論文では以下の２通りの方法

で接近を試みる。まず，世代重複モデルによる動学的枠組みにおいて同質の家計

を想定し，最適な教育投資補助率の導出を行う。次に，静学的枠組みにおいて家

計に所得格差が存在するもとで，最適な養育補助率の導出を行う。これら２通り

の方法により，政府の教育政策を財政の面から再考する。 
1980 年代までの動学理論においては，資本水準および生産量が一定そして経済

成長率がゼロとなる定常状態に長期的には到達する新古典派成長理論が主流であ

った。しかし，現実の先進国では，このような定常状態になるのではなく，経済

成長率が正の状況を維持し続ける，定常成長を達成する様子が広く観察されてい

る。そこで，新古典派成長理論から定常成長経路を描写できる内生成長理論へと，

経済成長理論の主流が移ることとなった。その内生成長理論の１つである人的資

本の理論は，正の経済成長率を達成する成長のエンジンを人的資本に求めるもの

であった。その人的資本蓄積のメカニズムにおいて教育が果たす役割を重視する

研究が現れることで，教育と経済成長との関係により注目が集まるようになった。 
このようにマクロ経済理論，特に動学理論においては，教育の経済成長に果た

す役割について，またその際に政府が行うべき政策について，内生成長理論に基

づいて主として議論されてきている。しかし，そのために見過ごされてしまった

重要な問題が少なくとも２点存在する。 
まず１つめは，黄金律に関する問題である。新古典派成長の枠組み，特に世代

重複モデルにおいては，利子率と人口成長率が等しい資本水準である黄金律にお

いて，定常状態では消費量が最も多くなり，いきおい効用水準も最大となる。そ

のような資本水準が存在するために，資源配分の問題が生じることになる。それ

に対して内生成長理論の枠組みにおいては，定常成長経路における経済成長率，

すなわち人的資本の成長率を高めることで効用水準も高くなる。これは，内生成

長理論では資源配分の問題が人的資本蓄積のみを重視するという問題に帰せられ

ることを意味し，通常のトレードオフ関係が表れる形での資源配分の問題の議論

を行うことが難しくなることにつながる。 
２つめは，財政政策の議論の可能性に関する問題である。１つめの問題で指摘

したように，内生成長理論の枠組みで人的資本蓄積が議論される場合には，人的

資本蓄積促進が第一義となるため，財政政策はそれを反映したものとなる。つま 
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り，長期的な経済成長率の最大化が図れる財政政策が最適政策として採用され，

他の要素，例えば消費水準などを財政政策によりいかに制御するかなどは，議論

の対象から外されることとなってしまう。 
 そこで，これらの議論を行うことを目指し，本論文では，教育を新古典派成長

理論の中で扱うことで，いままで議論が活発に行われなかった人的資本蓄積に関

わる資源配分の問題，そして最適な財政政策についての考察を，定常状態におい

て行う。また，家計間の資源配分である所得分配の問題については，その土台を

提示すべくより簡単な形で経済を描写する必要から，静学モデルを用いて分析を

行う。これらにより，人的資本蓄積と財政政策との関係について新しい視点を提

示している。以下，本論文の各章の概要を述べる。 
 
（２）本論文の構成と内容 
 本論文は，以下の６つの章から構成されている。第１章では，本論文で扱う教

育，人的資本と教育・養育政策の関係を論じたマクロ動学理論に関する先行研究

に触れつつ，本論文の特徴，動機および分析のねらいについて述べている。第２

章から第４章は, 新古典派成長の枠組みの世代重複モデルを用いて，教育が人的

資本蓄積を促進するもとでの財政政策のあり方について議論を行っている。第５

章では，それまでの動学的枠組みにおける議論からやや離れる代わりに，所得格

差を明示的に組み込んだ静学的な教育のモデルを構築し，社会厚生を最大化する

財政政策を提示している。最後の第６章では，それまでの章で得られた主な結論

をまとめるとともに，それらの政策の含意について示している。そして，本論文

に残された課題を挙げている。 
 第１章では，まず，日本の出生率，夫婦が望む子どもの数，日本の教育の公費

負担および私費負担に関するデータなどを示し，教育に関する財政政策を理論的

な観点から検討することの重要性について述べている。それを踏まえて，子ども

の数を考慮に入れて財政政策について議論を行っている人的資本蓄積を組み込ん

だマクロ動学理論に関する先行研究について，概観を行っている。また，本論文

が新古典派成長理論の枠組みで人的資本蓄積を考えることから，経済成長におけ

る物的資本蓄積と人的資本蓄積の役割についても付言している。このような形で

先行研究と本論文の研究の動機・背景を踏まえて，この後の論文の構成について

簡単に紹介している。 
第２章では，Diamond (1965)型の世代重複モデルを使って，親が子どもに教育

投資を行うことを通し人的資本蓄積がなされる状況を想定した上で，定常状態に

おいて，政府が賃金に課す所得税（あるいは補助），消費税（あるいは補助）と教

育投資に対する補助（あるいは課税）を行うことができる場合の最適財政政策を 
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示している。その際，上で述べたように，新古典派成長理論の枠組みで議論する

必要性のあることから，人的資本蓄積関数が，私的な教育投資と親の人的資本水

準に関して収穫逓減であることを仮定している。そして市場均衡と社会最適をそ

れぞれ求めた上で，社会最適を達成するための賃金所得税，消費税および教育投

資補助の組み合わせを求めている。 
 この第２章で得られた主な結論は以下の点である。社会最適を達成する賃金所

得税，消費税および教育投資補助の組み合わせは，物的資本の限界生産性だけで

なく，人口成長率にも依存する。例えば，人口成長率が高くなるほど教育投資補

助率が高いものとなり，逆に人口成長率が低くなるほど教育投資に対し課税し，

所得に対して補助を行うことが最適な政策となる。 
 第３章では，第２章と同じ枠組みを用いながら，賃金所得税と消費税を政府が

政策手段として有せず，代わりに貯蓄の利子課税（補助）を行うことが可能な状

況において，次善の状況を定常状態においてどのように達成するかについて分析

している。つまり，物的資本蓄積にかかる利子課税と，人的資本蓄積にかかる教

育投資補助とによる次善の状況の達成について考えている。 
第３章の分析から得られた主な結論は以下の２点である。まず，教育投資に対

して補助を行うか課税を行うかは，子どもの人的資本に対する親の選好が高い場

合には，物的資本の限界生産性と人的資本の限界生産性の大きさとの相対的な関

係に依存して決定される。一方，子どもの人的資本に対する親の選好が低い場合

には，常に教育投資補助を行う。この後者の結論は，人的資本が過小蓄積となる

ことから，その是正を行う必要が生じるためである。次に，人口成長率が高い場

合には，教育投資補助率を低くするとともに，利子課税の率も低くする。これは，

人口成長率が高いと資本水準が黄金律を達成するためには利子への課税を抑える

必要があるためである。 
第４章では，第２章および第３章で扱われていた世代重複モデルに，出生数す

なわち人口成長率を内生化し，教育学や教育の経済学においてさまざまな形で認

められている，ある生徒の人的資本蓄積が他の生徒のそれにも正の外部性を有す

るという同僚効果をモデルに導入する方向で，拡張を行っている。前者の拡張は，

これまでの章において外生的に所与とされていたために，教育投資補助政策が家

計の出生数選択に与える影響について見ることができなかった点を克服するもの

である。また，後者の拡張は，同僚効果を鑑みることでより現実に即した分析を

目指すものである。ただし，分析の簡単化と結論の経済学的含意をより明確にす

るため，これまでの章とは異なり，ここでは小国開放経済の仮定をおくことで，

人的資本蓄積にのみ焦点をあてている。 
第４章から得られた主な結論は以下の２点である。まず，養育補助水準が上昇 
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すると，常に子どもの人的資本水準は低下する。それに対して，家計の養育費用

負担に対する政府の養育補助の割合が相対的に小さい場合には，養育補助水準の

上昇により出生数は増加する一方で，その割合が相対的に大きい場合には，出生

数は減少する。２つめは，教育投資補助水準が上昇すると，常に人的資本水準は

上昇する。それに対して，教育投資補助がある閾値となる水準よりも低い場合に

は，教育投資補助水準の上昇により出生数は増加する一方で，その値が閾値とな

る水準よりも高い場合には，出生数は減少する。 
 第５章では，所得格差が存在するもとで，家計の効用の加重和である社会厚生

の最大化を図る養育補助政策について，静学的枠組みの中で議論を行っている。

これまでの動学的枠組みの分析おいては，家計が同質であるものと想定していた。

特に第２章と第３章では物的資本蓄積と人的資本蓄積の両者を考えていたことか

ら，家計の異質性を考慮することは困難であった。そこで本章では，教育政策が

高所得層，中間所得層そして低所得層と，所得の異なる家計に対してそれぞれの

与える効果の差異も鑑みながら，養育補助政策による社会厚生の最大化について

検討している。 
この第５章から得られた主な結論は以下の２点である。まず，家計の所得上昇

により上位所得階層人口が増加した場合には，社会厚生を最大化する所得税率お

よび養育補助率はともに低下することになる。次に，中間所得階層人口が，他の

階層からの人口移動によって増加した場合には，各所得階層の所得の大きさによ

り，所得税率および養育補助率の変化の方向およびその大きさは決定される。 
 最後の第６章は，以上の各章で得られた結果をまとめるとともに，その政策的

含意と今後の課題について言及しつつ，本論文全体を締めくくっている。 
 
２．本論文の評価 
本論文には，以下の通り評価すべき点が３点ある。 
第１に，人的資本蓄積を扱う動学的枠組みの分析において，人口成長率の差異

により財政政策のあり方が変わることを指摘した点は，高く評価ができる。これ

が可能となったのは，人的資本蓄積をモデル内に組み込みつつも，その人的資本

蓄積関数が規模に関して収穫逓減であることを仮定したことによる。この仮定に

より，物的資本と人的資本がともに経済成長に必要であることを明示し，既存の

研究で提示されている財政政策とは一線を画す成果を得ている。 
 第２に，教育投資補助と養育補助の２種類の政府の政策手段について分析を行

っている点は，高く評価ができる。実際に日本においても，義務教育や高校生等

への就学支援の形で教育投資補助が行われ，児童手当の形で養育補助が行われて

いるように，広義の子育て支援は，それぞれの目的に沿った形で行われている。 
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そのため，理論的にも，また昨今の逼迫した財政状況を考えても，政策の効果に

ついては個別に議論を行う必要があるといえる。本論文ではこれらの補助政策を

個別に扱うとともに，人口成長率の差異など経済環境の違いがそれらの政策効果

の方向性を決定づけることを指摘した点は価値があると言える。 
 第３に，所得階層と教育投資補助，養育補助のあり方について言及した点であ

る。言うまでもなく，理論面においても異質な家計を考えた上で最適な財政政策

を議論することは意義がある。それに加えて，近年の日本においては，所得階層

の固定化が特に顕著に見られるようになってきている。つまり，総中流社会とい

う言葉で代表されるような過去の日本の所得分配のもとで考えられてきた財政政

策と，階層化が進んだ現在の日本において行われるべきそれらの政策とはかなり

異なったものとなるはずである。それを示唆した本論文には，一定の価値が認め

られると言える。 
以上のように，本論文は諸点において学術的貢献を有しているが，以下のよう

な問題点も残しているといえる。 
 第１に，本論文で用いられているモデルでは，効用関数，生産関数そして人的

資本蓄積関数などが特定化されたものとして与えられている点である。もちろん，

それにより結論の解釈の明確さが得られることや，モデルのさらなる拡張の容易

さが生まれるという長所もあることは否定できない。しかし，特定化により議論

の普遍性が失われているという短所があることも事実である。それだけ，結論の

有する汎用性が損なわれていることから，理論面における本論文の貢献はやや減

じられたものとなっていると言わざるを得ない。 
第２に，モデルに置かれている仮定がやや強いものとなっている点である。例

えば，第４章では子どもの養育費用が子どもの数に比例していて，かつ，人的資

本水準によらず一定であるとしたり，また，第５章では所得格差を導入する一方

で，その１つの源泉である人的資本についてはモデルに組みこまれていなかった

りするなど，各章においてやや強い簡単化が見られる。そのため，最適な教育投

資補助・養育補助や財政政策の効果については，一定の制約が課されているもの

と解釈せざるを得ない。 
 第３に，動学モデルの内生成長化である。上でも触れたように，新古典派成長

理論の枠組みに立ち返ることで，物的資本と人的資本の関係に言及できた長所も

認められるものの，動学理論あるいは実証研究において内生成長の存在が１つの

定型化された事実となっている現在においては，内生成長理論において本論文の

議論をどこまで行うことができるか，その可能性は追求すべきである。 
しかしながら，以上の点は，今後著者が研究を進める際の注意点を指摘したも

のであり，本論文の学術的価値を基本的に損なうものではない。 
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３．結論 
 以上の評価に基づき，われわれは本論文が博士（経済学）の学位に値するもの

であることを認める。 
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